
第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益、株式市況、完全失業率等が改善し、緩やかながら回復傾向

を示しておりましたが、後半に入り、米国の利上げ、原油高、円高（ドル安）等により、景気に減速の兆しが窺わ

れ始めました。  

 外食産業におきましても、市場規模が低迷する中で、度重なる台風被害などの影響により、売上高の低迷に拍車

をかける結果となり、引き続き厳しい状況で推移しております。 

 このような状況の中で、当社グループは、対面販売という特色を武器に、お客様との5つの約束（おいしい、新

鮮、安い、安心、楽しい）を実践するとともに、「人に感謝戦略」を基本方針とした各種施策を実施いたしまし

た。更には拡大成長と、安定した収益構造の確立を意図し、平成16年9月14日ジャスダック市場へ株式上場いたし

ました。 

 当連結会計年度の新規出店につきましては、国内19店舗（直営10、FC9）、海外2店舗（直営2）、合計21店舗

（直営12、FC9）の出店を行いました。一方店舗の閉店5店舗（直営1、FC4）を行ったことにより、当連結会計年度

末における店舗数は、マリンポリス34店舗（直営23、FC11）、しーじゃっく112店舗（直営78、FC34）、シージャ

ック1店舗（直営1）、まぐろ三昧1店舗（直営1）の合計148店舗（直営103、FC45）となりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高10,988百万円（前期比11.6％増）、経常利益486百万円（前期比

71.3％増）、当期純利益250百万円（前期比86.7％増）と前連結会計年度に引き続いて増収、増益を実現いたしま

した。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純

利益が509百万円（前連結会計年度比97.1％増）と増加、株式の発行による収入492百万円があったこと等により、

前連結会計年度末に比べ671百万円増加し、当連結会計年度末には1,236百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は1,232百万円（同117.5％増）となりました。     

 これは主に税金等調整前当期純利益509百万円、減価償却費463百万円、仕入債務の増加316百万円によるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は758百万円（同6.5％減）となりました。    

 これは主に新規出店に伴う有形固定資産取得による支出698百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は203百万円（前連結会計年度は使用した資金441百万円）となりました。     

 これは主に上場による株式発行で492百万円、長期借入を700百万円行った一方で、短期・長期借入返済を970

百万円行ったことなどによるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、主として最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、生産実績は記載しておりま

せん。 

(2）受注状況 

 当社グループは、主として最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、受注状況は記載しておりま

せん。 

(3）販売実績 

 当社グループは、主として最終消費者へ直接販売する飲食業を行っており、事業区分が単一セグメントであり、

事業の種類別セグメント情報を開示しておりません。 

 当連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

    （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．FC部門の販売実績の主なものは、フランチャイジーからのロイヤリティー収入等であります。 

事業部門の名称 
当連結会計年度 

（自 平成15年11月 1日 
至 平成16年10月31日） 

前年同期比（％） 

直営店部門（千円） 10,806,046 111.7 

FC部門（千円） 182,628 104.7 

合計（千円） 10,988,674 111.6 
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(4）直営店舗の地域別販売実績 

 （注） フランチャイジー（ＦＣ店）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 なお、フランチャイジー（ＦＣ店）の売上高は、当社の売上高に含まれておりませんが、ロイヤリテ

ィーの算出の基礎となるものであります。 

地区・都道府県 
当連結会計年度 

（自 平成15年11月 1日 
至 平成16年10月31日） 

構成比（％） 前年同期比（％） 

関西地区 大阪府 967,415 8.9 92.7 

山陰地区 島根県 830,573 7.7 126.5 

山陽地区 岡山県 2,177,716 20.2 98.5 

  広島県 1,525,044 14.1 101.1 

  山口県 359,641 3.3 3,190.9 

四国地区 愛媛県 71,310 0.7 － 

九州地区 福岡県 3,425,186 31.7 113.0 

  佐賀県 593,703 5.5 136.9 

  熊本県 246,298 2.3 81.2 

海外 米国 609,154 5.6 128.9 

合計（千円） 10,806,046 100.0 111.7 

地区・都道府県 
当連結会計年度 

（自 平成15年11月 1日 
至 平成16年10月31日） 

構成比（％） 前年同期比（％） 

関西地区 兵庫県 562,570 14.6 112.2 

山陰地区 鳥取県 13,908 0.4 38.3 

山陽地区 岡山県 492,538 12.7 95.4 

  広島県 814,959 21.1 108.3 

  山口県 480,359 12.5 155.3 

四国地区 愛媛県 139,540 3.6 63.1 

  高知県 162,638 4.2 85.8 

九州地区 福岡県 182,871 4.7 171.8 

  長崎県 299,723 7.8 297.4 

  佐賀県 93,305 2.4 106.8 

  大分県 354,860 9.2 92.1 

  宮崎県 75,944 2.0 127.6 

  鹿児島県 183,341 4.8 167.4 

合計（千円） 3,856,562 100.0 114.3 
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３【対処すべき課題】 

 今後のわが国の見通しにつきましては、米国・中国経済に引っ張られた輸出に始まり、企業の収益改善と設備投資

の増加、株価の回復、消費の持ち直しと先行きに明るい兆しも見えてまいりました。  

 しかし、外食産業におきましては、本格的な個人消費を中心とした自立回復に繋がるかどうかについては、慎重な

見方が多いことや、中食との競合や販売形態の多様化などにより経営環境は依然厳しい状態が続くものと思われま

す。 

 このような状況の中で、当社グループは同業他社との差別化を図るため、創業以来重視しております対面販売を基

本として、さらなる商品力、接客等、質の向上を行って営業体制の強化を図るとともに、適正立地への出店を推進す

ることにより収益拡大を図ってまいります。  

４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性がある

と考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グ

ループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありま

すが、当社の有価証券に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行

われる必要があると考えております。 

 なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末日（平成16年10月31日）現在において当社グルー

プが判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

(1）当社グループの事業に影響を与える外的要因について 

① 競合他社との競争について 

 当社グループの属する回転寿司業界は、比較的参入障壁が低く、チェーン店展開も容易であるとされており、

現在大手チェーン店の相次ぐ出店、異業種からの参入等により、業界内における同業他社間競争は極めて激しい

ものになっております。 

 このような環境の下、当社グループでは寿司ネタの内容や店舗における客席の配置等により、競合他社との差

別化を図っており、今後も差別化に向けた施策を講じていく所存ではありますが、今後他の大手チェーン店や中

食産業を含めた競合他社との競争がさらに激化した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

② その他の外的要因について 

 現在、当社グループは回転寿司のみの単一事業を行っているため、消費者の嗜好の変化等があった場合、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、寿司ネタとなる水産物や米等の原材料価格につき、当社グループの想定を超える大きな変動があった場

合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 さらに、外食産業である当社グループの客数の動向は、天候の不順等の影響を受ける可能性があります。 

(2）出店政策について 

 当社は現在、関西・山陰・山陽・九州・四国地区において店舗展開を行っており、平成16年10月31日現在同地域

で直営店97店舗、フランチャイズ加盟店45店舗を有しております。今後におきましても、当社は同地域を中心に郊

外型店舗の出店を進めていく方針であります。 

 当社は出店にあたって、社内基準に基づき、出店候補地の近隣世帯数、近隣道路環境、敷地状況、競合店状況等

の条件を検討した上で、出店地の選定を行っております。しかしながら、当社の出店条件に合致した物件がなく、

計画通りの出店ができない場合や出店後に立地環境等に変化が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

 また、直営店舗の出店形態につきましては、土地、建物を賃借し、敷金・保証金等を差し入れる賃借方式による

出店が最も多くなっております。そのため賃借物件の家主・地主の倒産等により敷金・保証金等の回収が不能とな

った場合、もしくは当社による賃貸借契約の中途解約に際し、同契約における返済条件の規定から敷金・保証金等

を放棄せざるを得なくなった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(3）事業体制について 

① 代表者への依存について 

 当社の創業者である山野井孝允は、現在の当社の代表取締役として当社グループの経営方針や戦略の決定に重

要な役割を果たしており、当社グループの事業展開における同社長への依存度は高いものとなっております。 

 当社グループでは、他の取締役に権限を委譲する等、社長に過度に依存しない体制の構築を進めております

が、今後何らかの要因により、社長の業務執行が困難となった場合には、当社グループの業績及び今後の事業展

開に影響を及ぼす可能性があります。 

② 人材の確保・育成について 

 当社グループの今後の事業展開において、組織拡大、店舗拡大に対応した人材の確保及び育成が重要な課題と

なっております。当社は正社員、臨時従業員の安定的な確保、定着率の向上のため、テレビＣＭ・広告等による

イメージアップ、臨時従業員を含めた能力給の導入などの施策を講じております。また人材育成については、新

人研修等の通常の研修体制に加え、店長候補育成のための「店長勉強会」を毎月開催するなど、今後の新規出店

に対応すべく、人材育成を進めております。 

 しかしながら、当社グループが想定している以上の退職者があった場合や、新規出店を賄える人材の確保及び

育成ができない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 特定業者への仕入・物流の依存について 

 平成16年10月期の当社グループの連結仕入高のうち63.0％が丸紅株式会社の連結子会社である株式会社ナック

スナカムラからの仕入となっております。これは当社が冷凍食材及び米類等の仕入について、同食材の販売・物

流業者である同社を通す商流に一本化していることによります。 

 この商流は、当社が商品の商談、商品決定を各仕入業者と行い、同社に対し商品登録というかたちで仕入業

者、仕入価格、店納価格を指示し、当社は同社から物流費を上乗せするかたちで商品を買取る構図を構築したも

のであります。 

 この商流による仕入事務の負担の軽減等により、当社グループの平成16年10月期の仕入コストは軽減されてお

りますが、今後何らかの要因により同社からの仕入が不能となった場合、当社の事業にとって重要な冷凍食材及

び米等の仕入が滞ることになり、一時的に当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 また、当社グループは、物流拠点、物流機能を有しておらず、株式会社ナックスナカムラからの仕入品のデリ

バリーについては全て同社に委託しております。このため、今後何らかの要因により同社の物流体制が使用不能

になる等の問題が生じた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

④ 米国における事業展開について 

 当社グループでは、子会社MARINEPOLIS U.S.A.,Inc.が平成３年11月より米国において回転寿司の店舗展開を

行っており、平成16年10月31日現在において、オレゴン州、ワシントン州において6店舗を出店しております。

現時点に至るまで、当社グループの米国における回転寿司事業は拡大傾向にありますが、今後同国の経済状況、

法規制の変更及びその他何らかの要因により、出店政策を含めた当該事業の事業展開に影響があった場合、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）フランチャイズ・チェーン店について 

① フランチャイズ契約について 

 当社グループは直営店による事業拡大とともに、フランチャイズ・チェーン本部の経営を行っており、各フラ

ンチャイズ加盟店とフランチャイズ契約を締結しております。当社は、直営店と同様にフランチャイズ店舗の拡

大も目指しておりますが、過年度におきましてはフランチャイズ契約の内容変更等の要因により、フランチャイ

ズ加盟店数が減少したことがあります。今後何らかの要因により、当該契約の内容変更を余儀なくされた場合、

フランチャイズ加盟店の減少等の要因により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② フランチャイズ加盟店の業務が当社グループに与える影響について 

 当社グループは、上記フランチャイズ契約により、フランチャイズ加盟店に対し、スーパーバイザーを派遣す

るなどの営業支援や、外部業者への委託等による食品衛生管理委員を派遣するなどの衛生管理支援を行っており

ます。しかし、今後フランチャズ加盟店において食中毒事件及びその他当社グループの社会的信用を傷つけるよ

うな事態が発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
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③ フランチャイズ加盟店との出店地域の調整について 

 現時点におけるフランチャイズ加盟店は、当社の直営店が出店している西日本地域とほぼ同地域に出店されて

おります。 

 当社グループは、当社直営店とフランチャイズ加盟店間において競合関係が発生しないように出店地域につい

て調整を行っております。このため、現在、当社直営店とフランチャイズ加盟店が競合関係にある地域はありま

せん。 

 しかし、既存フランチャイズ加盟店の出店状況によっては、当社グループの出店計画における候補地が制限さ

れる可能性があります。 

(5）有利子負債依存度について 

 当社グループは、過年度において、設備投資資金等を主に金融機関からの借入によって調達してきたため、総資

産に占める有利子負債の比率が高くなっております。 

 今後、当社グループは財務体質の強化に努める方針でありますが、今後の金利動向、金融情勢等によっては、当

社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

(6）為替変動による影響について 

 当社グループは、海外との直接取引を行っていないため、営業活動における為替変動リスクは僅少であります。

しかし、過年度において、米国子会社からのロイヤリティー受取に伴う同社への売掛金、同社への貸付金及び当社

の保有する外貨建預金等の期末評価替為替換算により為替差損益が発生しております。 

 当社グループは、外貨建預金の残高を減らすなど、為替変動のリスクを回避するための手段を講じております

が、今後の為替変動が当社グループの想定を超える大きな変動であった場合、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。 

(7）「減損会計」を適用した場合の影響について 

 当社グループでは、平成18年10月期より「減損会計基準」を適用いたします。現在当社では、同会計基準適用が

当社グループの業績に与える影響につき試算を行っており、また減損処理を要する可能性がある資産に関しまして

は、その収益性の向上に努めております。しかしながら、今後の同会計基準適用に際し、当社の想定を超える減損

処理が必要となった場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(8）法的規制等について 

① 法的規制について 

 当社グループが属する回転寿司事業においては、主な法的規制として「食品衛生法」、「消防法」等がありま

す。なお、「食品衛生法」においては、飲食店を経営するにあたり、厚生労働省令が定めるところの都道府県知

事の許可を受けなければならない旨、規定されております。また、平成13年５月に「食品循環資源の再生利用等

の促進に関する法律」（食品リサイクル法）が施行されております。 

 これらの法的規制が強化された場合、設備投資等、新たな費用が発生することにより、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

② 衛生管理について 

 当社では社内に衛生管理課を設け、各店舗の衛生評価、食材・調理器具の検体採取、検便検査等を定期的に実

施し、その結果により各店舗に対し衛生管理指導を行うなど、衛生管理体制を整備しております。なお、その業

務を一部、外部業者２社に委託しており、これら外部業者による衛生評価等により客観的な判断が下されるもの

と考えられます。 

 米国店舗におきましても、店舗における食品の保存方法や商品の廃棄基準など衛生管理体制を整備しており、

年２回実施される現地衛生局による立ち入り検査においても、これまで問題となった事例はありません。 

 また、現在までに当社グループの米国店舗において食中毒の発生等、衛生面に関する問題が生じたこともあり

ません。 

 当社グループは今後においても、衛生面に留意していく方針でありますが、外食産業の中でも生鮮食材を扱う

当社グループにとって、食中毒事件等が発生した場合、企業としての存立そのものに重大な影響を及ぼす可能性

があります。 

 また、同業他社による食中毒事件等が発生した場合においても、消費者による回転寿司業界全体に対する不信

感等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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③ 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）について 

 平成13年５月に施行された「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（食品リサイクル法）により、

年間100トン以上の食品廃棄物を排出する外食事業者（食品関連事業者）は、食品廃棄物の発生量の抑制、減量

及び再生利用を通じて、平成18年度までに排出する食品廃棄物の再利用等の実施率を20％以上にすることが義務

付けられております。 

 当社グループは、現在排出量の把握とそれに対する抑制策、再生利用策、減量策などの具体的な対応策を検討

しておりますが、今後同法につき、当社の想定を超えるような対応が必要となった場合、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

(9）関連当事者取引について 

 平成16年10月期における、当社と関連当事者との取引は、以下のとおりであります。 

 役員及び個人主要株主等 

１．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（注１）店舗等の保険料については、通常取引の保険料に基づき決定しております。 

（注２）フランチャイズ契約に基づき決定しております。 

（注３）当社役員山野井孝允の近親者が100％を直接保有しております。なお、㈱レオは法人主要株主に

も該当しております。 

（注４）平成16年１月31日付でフランチャイズ契約を解約しております。 

２．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の兼

任 
事業上の
関係 

役員の近

親者が議

決権の過

半数を自

己の計算

において

所有して

いる会社 

㈱レオ 

(注３) 

岡山県 

岡山市 
10,000 

損害保険

代理業 

(被所有) 

直接17.7 
兼任1名 

損害保険

代理業 

店舗等の

保険料 

(注１) 

8,567 － － 

㈱カネミ

ツ食品 

(注３) 

兵庫県 

姫路市 
10,000 

回転寿司

の経営 
なし なし 

フランチ

ャイズ契

約 

（注４） 

ロイヤリ

ティー収

入 

(注２) 

551 － － 
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５【経営上の重要な契約等】 

 フランチャイズ店舗（ＦＣ店）との間のフランチャイズ契約を次のとおり締結しております。 

(1）契約の概要 

 当社（フランチャイザー）とＦＣ店（フランチャイジー）との間において、当社が使用している商号・商標その

他の営業の象徴となるもの及び営業ノウハウを用いて同一と見られるイメージのもとに営業を行う権利を与え、Ｆ

Ｃ店はその見返りとして当社に対し一定の対価を支払い、さらに営業を行うにあたって必要な資金を投下して、当

社の指導、援助のもとに継続し営業を行うことを目的としております。 

(2）ロイヤリティー 

 ＦＣ店は、月間売上高に対し一定割合をロイヤリティーとして当社に支払うことになっております。 

(3）管理 

 当社は、契約に含まれない商品等を販売、提供することのないよう指導、管理できるほか、必要と認めた場合Ｆ

Ｃ店の店舗及び事務所に立ち入って経営全般を調査し、帳簿を閲覧する権利を有しております。 

(4）提供するサービス 

Ａ．ＦＣ店の営業を助成するための商品・資材及びメニューの開発。 

Ｂ．ＦＣ店の営業を助成するための販売方法・調理方法及び経営マニュアルの開発。 

Ｃ．ＦＣ店間の不正な競争を防止するための加盟店相互の調整。 

Ｄ．ＦＣ店の営業に供する原材料・資材の供給。 

Ｅ．ＦＣ店の営業を助成するための情報の提供。 

Ｆ．ＦＣ店の営業を助成するための販売・調理・実務・税務・会計等経営全般にわたる教育指導。 

Ｇ．ＦＣ店の営業を助成するための販売促進。 

Ｈ．ＦＣ店の営業を助成するためのスーパーバイザー、食品衛生管理委員の派遣。 

Ｉ．ＦＣ店の営業のための機材・器具・設備等の販売、リース及びその斡旋。 

Ｊ．ＦＣ店の営業のための事業資金の斡旋。 

Ｋ．ＦＣ店の営業を助成するための機器の保守サービス。 

Ｌ．ＦＣ店の安心経営を助成するための総合保険代理。 

Ｍ．その他ＦＣ店の営業を助成するための一切の事。 

(5）契約期間及び更新 

Ａ．契約期間    満３年間 

Ｂ．契約の更新   期間満了３カ月前までに当社またはＦＣ店のいずれからも書面による異議の申し出がない

限り、さらに３年間更新するものとし、以降も同様であります。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成16年10月31日）現在において当社グループが判断した

ものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成

されております。また、この連結財務諸表の作成に当たりまして、将来事象の結果に依存するため確定できない金

額について、仮定の適切性、情報の適切性及び金額の妥当性に留意しながら会計上の見積りを行っておりますが、

実際の結果は、特有の不確実性があるため、見積りと異なる場合があります。 

(2）資産、負債及び資本の状況 

（資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、1,600百万円（前連結会計年度末は864百万円）となり736百万円

増加しました。主として、ジャスダック上場に伴う新株式発行による現金及び預金の増加（564百万円から1,236百

万円へ671百万円増）が大きな要因であります。 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は3,903百万円（前連結会計年度末は3,739百万円）となり164百万円

増加しました。有形固定資産の増加（2,549百万円から2,699百万円へ150百万円増）が大きく、その主なものは新

規出店12店舗による建物及び構築物（151百万円増）があげられます。 

（負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は2,389百万円（前連結会計年度末は2,089百万円）となり、299百万

円増加しました。これは、支払手形及び買掛金の増加（483百万円から798百万円へ315百万円の増）が大きな要因

であります。 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は1,304百万円（前連結会計年度末は1,438百万円）となり133百万円

減少しました。これは、長期借入金の減少（1,256百万円から1,105百万円へ150百万円減）が主な要因でありま

す。 

（資本） 

 当連結会計年度末における資本合計の残高は1,810百万円（前連結会計年度末は1,075百万円）となり734百万円

増加しました。その主な要因は、ジャスダック上場に伴う新株式発行による資本金の増加（380百万円から572百万

円へ191百万円増）及び資本剰余金の増加（283百万円から600百万円へ317百万円増）、当期純利益計上による利益

剰余金の増加（422百万円から654百万円へ232百万円増）であります。 
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(3）経営成績の分析について 

 過去２連結会計年度の主な経営成績は下表のとおりであります。 

（注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 当連結会計年度の売上高につきましては、新規出店効果により10,988百万円と前期に比べ1,143百万円

（11.6％）増加いたしました。 

 営業利益につきましては、売上原価率が0.6％、売上高販管費比率が0.8％それぞれ改善したことにより、491百

万円と前期に比べ185百万円（60.7％）増加いたしました。 

 経常利益につきましては、営業利益の増加、為替差損の減少により、486百万円と前期に比べ202百万円

（71.3％）増加いたしました。 

 当期純利益につきましては、経常利益の増加、関係会社清算益の計上、固定資産除却損の減少により、250百万

円と前期に比べ116百万円（86.7％）増加いたしました。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照くださ

い。 

(5）戦略的現状と見通し 

① 回転寿司ブランド戦略 

 回転寿司業界においては、競合他社との差別化のために、様々なコンセプトの店舗が登場しておりますが、大

きくは「低価格」を追求するタイプと、やや価格帯が高い「値ごろ感」を追求するタイプの二極化が進んでいる

と考えております。当社グループはこのような環境に対応するため、価格帯の異なる回転寿司「マリンポリス」

店と105円均一の回転寿司「しーじゃっく」店を主に展開しております。 

 平成11年３月までは「マリンポリス」での店舗展開を行っておりましたが、平成11年４月に初めて105円均一

店である「しーじゃっく」を開店して以来、平成13年10月期に19店舗、平成14年10月期に24店舗、平成15年10月

期に8店舗、平成16年10月期に3店舗を105円均一店に変更しております。 

 当社グループといたしましては、依然「低価格」路線が主流との判断から「しーじゃっく」店を店舗展開の柱

としておりますが、「マリンポリス」店は現状維持ながらも、確実な店舗運営を続けてまいります。 

 一方、マグロをメインにし「マリンポリス」をより高級化した「まぐろ三昧」店を出店いたしております。こ

れにつきましては、地域市場性を十分考慮しながら、店舗展開を進めてまいります。 

決算年度 平成15年10月期 平成16年10月期 

売上高 

（百万円） 
9,845 10,988 

売上総利益 

（百万円） 
5,539 6,249 

営業利益 

（百万円） 
305 491 

経常利益 

（百万円） 
284 486 

当期純利益 

（百万円） 
134 250 
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② 海外戦略 

 海外における店舗展開については、米国の直営子会社であるMARINEPOLIS U.S.A.,Inc.が平成16年10月末現在

オレゴン州及びワシントン州において6店舗出店しております。今後は同地域における知名度向上を目指し、両

州に年間１～２店舗を出店していきたいと考えております。 

 米国他州への出店や、アジア・オセアニア等については、店舗展開が効率よくできるかどうか、現段階におい

ては現地の情報収集活動を行っております。 

 過去５期間の単体ベースの直営店舗数、ＦＣ店舗数及びMARINEPOLIS U.S.A.,Inc.の店舗数の推移は次のとお

りであります。MARINEPOLIS U.S.A.,Inc.の決算月が８月であるため、下表における同社の平成16年10月期末店

舗数は平成16年８月末現在の出店店舗数となっております。 

 なお、平成13年10月期にＦＣ店舗数が減少しているのは、食材等諸条件の統一を行ったことにより、ＦＣ契約

の解除が発生したためであります。 

(6）資本の財源及び資金の流動性 

① キャッシュ・フローの状況について 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーにより1,232百万円増加しましたが、投資活動によるキャッシュ・フローにより758百万円減少し、財務活動に

よるキャッシュ・フローにより203百万円増加した結果、前連結会計年度末に比べ671百万円増加し、当連結会計

年度末には1,236百万円となりました。 

 まず、営業活動の結果得られた資金は1,232百万円（前連結会計年度は得られた資金566百万円）となりました

が、これは、主に税金等調整前当期純利益509百万円、減価償却費463百万円、仕入債務の増加316百万円等によ

るものであります。前連結会計年度と比較すると、税金等調整前当期純利益が251百万円増加し、減価償却費に

ついても新規出店による店舗数増加のため、43百万円増加しました。 

 投資活動の結果使用した資金は758百万円（前連結会計年度は使用した資金811百万円）となりましたが、これ

は主に新規出店に伴う有形固定資産取得による支出698百万円、長期貸付金の貸付による支出67百万円、差入保

証金の取得による支出42百万円等によるものであります。前連結会計年度と比較すると、有形固定資産取得によ

る支出は8百万円増加しましたが、長期貸付金の貸付による支出は26百万円減少しました。 

 財務活動の結果得られた資金は203百万円（前連結会計年度は使用した資金441百万円）となりましたが、これ

は主に長期借入れによる収入700百万円、長期借入金の返済による支出740百万円、短期借入金の減少額230百万

円、株式の発行による収入492百万円等によるものであります。前連結会計年度と比較すると、長期借入れによ

る収入が200百万円増加し、株式の発行による収入が492百万円増加しました。 

  平成12年10月期 平成13年10月期 平成14年10月期 平成15年10月期 平成16年10月期 

期末直営店舗数 63 66 78 88 97 

期末ＦＣ店舗数 75 34 32 40 45 

期末米国子会社

店舗数 
2 3 3 4 6 

店舗数合計 140 103 113 132 148 
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② 資金需要及び財務政策 

 継続的に収益を上げていくには、店舗展開をしていかなければなりません。当社グループといたしましては、

このような長期にわたる設備資金を、内部資金と金融機関よりの長期借入金により調達を行っております。 

 当連結会計年度の有利子負債額は1,860百万円（前連結会計年度は2,138百万円）となっており、有利子負債依

存度（総資産に占める有利子負債の比率）は、33.8％（前連結会計年度は46.4％）になっております。 

 当社グループは、平成12年10月期以降において、店舗出店等に伴う機械及び厨房機器等を、リース取引による

調達ではなく現金での調達に変更しております。これらは、設備投資資金として主に金融機関からの借入によっ

て調達しております。このため、未経過リース料残高が少ない反面、総資産に占める有利子負債の比率が高くな

っております。 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について 

 「私たちは新鮮でおいしい寿司を真心のこもったサービスでお客様に提供する。以って地域社会に貢献すると共

に豊かな社会を築きます。」という企業理念に基づき、ステークホルダーへの貢献、お客様との５つの約束（おい

しい・新鮮・安い・安心・楽しい）を実践することが重要課題であると考えております。 

 当社グループは、今後この課題に対応すべく、次のとおり進めてまいります。 

① 問題点の早期発見と早期解決を意図し、マネージャー制の導入。 

② 子供・ファミリー層に快適な環境作りのため喫煙室を設置、顧客満足を優先した対面販売の店舗作り。 

③ 仕入ルートの多様化により旬の魚をふんだんに取り入れた商品作り。 

④ 寿司ネタが本来持っている旨みを活かすために店舗での調理。 

 これにより、他社との差別化を図りながら業界における確固たる地位を築きたいと考えております。 
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